狛江市議会のH27年度予算特別委員会での当初予算の審査と
決算特別委員会での決算の審査から、

議員全員で審査を実施するように議会改革を求める　陳情
狛江市では、これまで、予算特別委員会（以下予特）と決算特別委員会（以下決特）は、全議員ではなく、基本的に会派の比例配分で割り振った８議員によって、当初予算と決算の審査がされてきました。
ところで、東京都市議会議長会が発行した「平成25年度東京市議会議長会資料」によれば、多摩地域の他の25市の予特の審査状況は、大多数の議会で、予特は、議長を除く全議員が加わって予算審査をしています。
＜小平市と日野市のように一般会計と特別会計に審査を分担する場合や八王子市、町田市や調布市のように、各常任委員会に審査を分割付託する場合もあります。立川市の場合は、正副議長と市長の所信表明に対して代表質疑を行った議員を除く全議員が役割を分担して審査していますが、基本的に、全議員が審査に関わっているともいえます。＞
しかし、多摩26市の議会で、武蔵野市と三鷹市と狛江市の3市だけが、例外的に、会派の比例配分により選出された限られた議員だけで予算審議をすることになっています。狛江市と議員数が同数に近い類似団体である国立市ほか7市は、全市とも全議員が予特のメンバーとなっています。従って、狛江市は、多摩26市の中で、最少の議員で予算審査をしていることになります。このことを知っている市民は、非常に少ないと思われます。議会が、その権限と責務の執行に、自ら、制限を設けるような狛江市の現行の制度は、本来、議会の権能の自己否定とも指摘できます。
8人の議員で予算審査をするよりは、全議員で最も重要な当初予算審査をする方が、明らかに議会のチェック機能は、多角的な視線から、比較にならないほど高まると考えるのが妥当であり、だからこそ、大多数の他市は、全議員での審査を原則としているともいえます。
従って、H27年度の当初予算から、狛江市議会でも、予算特別委員に全議員（議長は除くとして）が出席して審査するように陳情します。
なお、決算特別員会による決算審査の場合は、予算審査と比較してみますと、比例配分による少数議員だけの審査という市が、武蔵野市、三鷹市を含む７市に増えています。しかし、過半を越える市が、全議員よる決算審査（但し、議長だけでなく、議会選出の監査委員を除く場合がある）を行っていますので、狛江市でも、全議員による決算審査を併せて陳情します。
　
これまでも、狛江市の予特を傍聴しながら、予特や決特の委員でない議員の方々が、発言もできず、市民と同じように傍聴する姿は、奇異な感じがしていました。もし、他の過半の議員が予算、決算審査という重要な責務を果たさないでも、現状の8人の議員による審査のままで充分というのであれば、現行議員定数を大幅に削減してもいいのではないかという議論にもなってきます。
議員の皆さんは、会派への所属如何に関わらず、市民の代表として選ばれているわけですから、市民の声を代弁し、議員が全員、自ら、予算内容を審査することは、2元代表制の市政では、議会として、当然の責務と考えるべきです。なんといっても、国会と同様に、その年の市政の骨格を決める当初予算審査こそ、市長や行政に対して、議会がチェック機能を最大限果たすべき最も重要な審議と精査の場であります。決特も予特に準じたものであり、議会側が認否のできる権限と責任の重い委員会でもあります。多摩各市の状況を参考にすれば、狛江市議会が、現在の比例配分方式に固執しなければならない理由は、全くないはずです。
これまでの狛江市の前例に捉われずに、他市の例を大いに参考にして、議員全員が、平成27年度当初予算と決算から審査できるよう、狛江市議会として、最善の選択の検討をしていただくよう陳情します。
なお、狛江市の場合、これまで予特と決特は、今でも手狭な特別会議室で開かれてきましたが、全議員による審査となっても、議場をその会場に移しても、充分対応できると考えます。

私達の陳情が、採択されれば、議会の活性化も進み、監視機能も高まり、市長や、市役所の職員も、より緊張感をもって、予算編成や市政改革に取り組むことになることを、私達は確信しています。
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